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道私大教連総会がｵﾝﾗｲﾝ開催されました 

道私大教連 30周年の節目総会 ／ 代議員など 15名 

10月 15日、道私大教連の定期大会が行われました。道私大教連が発足して 30年目に当たる総会です。

残念ながら ZOOM での開催となりましたが、代議員など 15 名の参集で成立。全ての議案を採択し、強化さ

れた新たな執行部を確立しました。 

総会では片山一義執行委員長の挨拶後、日本私大教連の野中郁江書記長が来賓として挨拶。私大教連運

動のいっそうの前進強化を呼びかけました。続いて、活動経過の総括案、次期方針案の提起へ移り、闊達

な討論が行われました。 

総会での決定事項は第 1回の執行委員会を経て、情宣紙等で詳しくお伝えします。 
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2021 私大助成署名を新しい国会へ！ 
全国の仲間とともに取り組んできた「2021私大助成署名」今年も集約の時期を迎えました。 

◆現在までに集約された署名簿（家計負担アンケート用紙も）は、11 月末までに事

務局へお送りください。 

◆11 月 30 日に国会内で要請行動が行われます。紹介議員要請を進めます。 

【詳しくは次頁へ】 

本訴訟へ移行、苫小牧駒大の初回期日 11月 4日（木） 
苫小牧駒大（現在の北洋大学）を運営する「京都育英館」が、今年 8 月の札幌地裁による労働審判を

拒否したことによる裁判が始まり、11月 4日（木）に初回期日です。 

組合員 2名は労働審判通りに解雇無効の判決を求め、復職を求めてたたかう決意を表明しています。 

裁判は 4日（木）13:30～札幌地裁の民事部です。道私大教連、現地苫小牧の労組関係者が傍聴支援を

呼びかけています。 

裁判は公開されています。誰でも自由に傍聴できます。ぜひ、傍聴支援へお越しください。 

【法廷の場所は当日、札幌地裁１階の掲示板でご確認ください。事前申込み等は不要です。】 
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【一部記事を WEB版では割愛します】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…月末、日本私大教連による要請行動に呼応して地元議員要請を展開します… 

１．私大助成国会請願行動の実施について 

 私大助成国会請願署名の国会提出にむけて、議員に請願の「紹介」を要請する大切な取り組みです。新型コロナ

の感染状況に鑑み、今年度の国会行動は以下の要領で実施いたします。 

（1）開催日時：2021 年 11 月 30 日（火）11時 30 分開始（16 時ごろ終了予定） 

（2）集合場所：未定。（国会議員会館を予定。） 

（3）当日の流れ  ・国会議員への要請に先立ち「院内集会」を開催します。 

    ・午後から衆参の文部科学関係議員等の議員室を尋ね、請願の紹介を要請します。 

（4）各加盟組合からの参加について 

   ・新型コロナ感染防止の観点から、遠隔地からの参加は各組合のご判断に委ねることとします。参加可能な方

がいらっしゃれば、11 月 26日（金）までに日本私大教連書記局までお知らせください。 

   ・各地区私大教連は、地元選出の衆参文科委員会所属議員、過去に紹介を応諾した議員等に、地元事務所の訪

問や電話掛け等、可能な範囲で要請を行ってください。 

２．私大助成国会請願署名の国会提出と集約について 

   総選挙の関係で、国会の会期が未確定のため、署名簿の実際の提出は年明けの通常国会になる見込みです。

上記の行動で紹介を応諾した議員を介し、国会に提出します。 

権利部員の寺本千名夫さん（書記局員）より、「小林、高嶋両先生の闘いについて」（苫小牧駒大事件）思い

を連載したい、と寄稿がありました。今回、前編としてご紹介します。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

 2018 年 4 月 1 日、苫小牧駒澤大学の経営は、学校法人駒澤大学から学校法人京都育英館へ移管されました。両学校法

人の間では、「苫小牧駒澤大学の移管に関する協定書」が結ばれました。その中で、教職員に関しては、以下のように記

されています。 

 「（教職員の取り扱い）第７条 乙（学校法人京都育英館）は、学校教育の円滑、適正な遂行の継続のため、移管時に

当該大学の全教職員（兼務教職員を含む）の雇用を承継し、大学教育の万全を期する。」 

 学校法人京都育英館がこの協定書を遵守していれば、何事もなかったのですが、彼らは一つ細工をしました。移管日

の２か月前（2018 年 1 月）に、定年になる先生の雇用継続を決め、さらに定年の先生がいるから、平等に 1 年任期とす

るとし、全員に押印せよ、となりました。おかしいなと思いつつも、最終的には「とにかく継続しなければ」（でなけれ

ば目前の 3 月解雇）ということで、全教職員が押印することになりました。 

 この押印が、その後の苫小牧駒澤大学教職員の雇用に決定的な変化をもたらしたように見えます。一方では、「定年（年

金）+低賃金の教員」の存在、他方では、「雇用の定めのない専任教員」の「1 年契約の有期教員」化です。 

 それからほぼ 1 年後、学校法人京都育英館は、小林、高嶋両先生を含む 9 人の教職員を雇い止めとしました。法人の

言い分は、上述の押印を根拠として、不当解雇ではなく、1年間の任期が終了しただけだとうそぶいています。もちろん、

両先生は、「そうではない、違う！」と真っ向から反論されておられます。   【つづく】  （文責・寺本） 


